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Ⅰ はじめに 

 

現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」といった、単

年度の歳入と歳出を対比した収支の会計制度がとられており、この制度

に従って歳入歳出予算書や決算書を作成しています。この制度について

は、その年度の収支など現金の動きがわかりやすいといった利点がある

反面、過去から積み上げた資産や負債などの状況を把握できない、減価

償却や引当金といった会計手続きの概念がないといった弱みがありまし

た。 

平成１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」が施行され、総務省は地方自治体に対して、国の作成

基準に準じた新しい会計制度に基づき財務書類を整備するよう要請して

きました。 

平成１９年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」、平成１９年１

０月には「新地方公会計制度実務研究会報告書」を公表し、「総務省方

式改訂モデル」と「基準モデル」の２つのモデルを示しました。 

本市においては、こうした動きに対応し、報告書で示された作成モデ

ルのうち、「総務省方式改訂モデル」に基づき普通会計財務書類４表（貸

借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を

作成するとともに、市の全ての会計、関係する一部事務組合・広域連合

などとも連結した財務諸表を作成いたしました。 

そして、総務省は平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計

の整備促進について」を示し、すべての地方公共団体へこの統一的な基

準での財務書類を平成３０年３月までに作成するよう要請しました。 

本市では、この総務省の要請を受け、平成２７年度決算より「統一的

な基準」による財務書類を作成しています。 
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Ⅱ 作成基準日 

 

作成の基準日は、令和４年３月３１日とし、令和４年４月１日から令

和４年５月３１日までの出納整理期間における収支については、作成基

準日までに終了したものとみなして取り扱っています。 

 

Ⅲ 対象とする会計の範囲  

会計区分

一般会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

介護事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

工業団地整備事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

坂東市土地開発公社

茨城県市町村総合事務組合

茨城西南地方広域市町村圏事務組合

常総衛生組合

清水丘診療所事務組合

さしま環境管理事務組合

茨城租税債権管理機構

茨城県後期高齢者医療広域連合

一
般
会
計
等

全
体
会
計

連
結
会
計

 

 



 - 4 - 

Ⅳ 財務書類について 

 １ 貸借対照表 

貸借対照表とは、本市が保有している「資産」（土地や建物など）や

「負債」（地方債や退職手当引当金など）のストック状況を表したもの

です。資産、負債、純資産の３要素から構成されており、表の左側と右

側で、「資産＝負債＋純資産」となっております。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

１．固定資産 135,804 160,468 164,425 １．固定負債 30,223 51,719 53,413

事業用資産 25,337 25,337 28,320 地方債 27,614 37,067 38,262

インフラ資産 102,146 105,653 105,655 長期未払金 23 23 23

物品 961 24,265 24,413 退職手当引当金 2,577 2,715 3,214

無形固定資産 0 482 482 損失補償等引当金 9 9 9

投資及び出資金 4,027 393 393 その他 － 11,905 11,905

投資損失引当金 － － － ２．流動負債 2,883 3,831 4,012

長期延滞債権 217 463 465 2,510 3,334 3,469

長期貸付金 28 28 28 未払金 23 127 127

基金 3,172 4,054 4,877 未払費用 － － －

その他 － － － 前受金 － － －

徴収不能引当金 △ 83 △ 211 △ 211 前受収益 － － －

２．流動資産 4,226 8,271 10,197 賞与等引当金 197 216 260

現金預金 1,073 4,995 5,302 預り金 153 153 154

未収金 29 165 165 その他 － 1 1

短期貸付金 △ 13 △ 13 △ 13 負債合計 33,106 55,551 57,425

基金 3,156 3,162 3,734 純資産の部

棚卸資産 － 1 1 純資産合計 106,925 113,188 117,198

その他 － 0 1,046 固定資産等形成分 138,947 163,617 168,147

徴収不能引当金 △ 19 △ 38 △ 38 余剰分（不足分） △ 32,023 △ 50,429 △ 51,115

３．繰延資産 － － － 他団体出資等分 － － 166

140,031 168,739 174,623 140,031 168,739 174,623

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

負債の部資産の部

負債及び純資産合計資産合計

貸方

１年以内償還予定地方債

借方

 

 

本市の資産は、一般会計等ベースで１，４００億３，１００万円、全

体会計ベースで１，６８７億３，９００万円、連結会計ベースで１，７

４６億２，３００万円となりました。そのうち、一般会計等ベースの純

資産１，０６９億２，５００万円、全体会計ベースの純資産１，１３１

億８，８００万円、連結会計ベース１，１７１億９，８００万円の純資

産は過去の世代や国・県の負担で、すでに支払いが済んでいます。また、

一般会計等ベースの負債３３１億６００万円、全体会計ベースの負債５

５５億５，１００万円、連結会計ベースの負債５７４億２，５００万円

については、将来の世代が負担していくことになります。 
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 ２ 行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、民間の損益計算書にあたるもので、１年間の

行政コストのうち、福祉サービスやごみの収集のように資産の形成には

結びつかない行政サービスに係る経費を人件費、物件費等の業務費用と

補助金や社会保障給付等の移転費用に区分し「経常費用」として、これ

らの行政サービスに係る財源として、使用料や手数料などを「経常収益」

として表したものです。 

  

（単位：百万円）
一般会計等 全体会計 連結会計

経常費用 24,277 34,734 42,207
１．業務費用 13,520 16,167 18,079
（１）人件費 3,773 4,026 4,818
（２）物件費等 9,456 11,575 12,472
（３）その他の業務費用 291 566 789

２．移転費用 10,756 18,567 24,127
（１）補助費等 4,697 13,956 19,511
（２）社会保障給付 4,591 4,596 4,596
（３）他会計への繰出金 1,461 － －
（４）その他 7 16 20

経常収益 2,940 4,687 4,923
１．使用料及び手数料 134 1,574 1,745
２．その他 2,807 3,113 3,178

純経常行政コスト 21,336 30,047 37,284
臨時損失 － 0 0
臨時収益 1 2 2

純行政コスト 21,335 30,046 37,283
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

令和３年度の経常費用は、一般会計等ベースで２４２億７，７００万

円、全体会計ベースで３４７億３，４００万円、連結会計ベースで４２

２億７００万円となりました。一方、行政サービス利用に対する対価と

して市民が負担する使用料及び手数料などの経常収益は一般会計等ベー

スで２９億４，０００万円、全体会計ベースで４６億８，７００万円、

連結会計ベースで４９億２，３００万円となりました。 

経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは一般会計等ベース

で△２１３億３，６００万円、全体会計ベースで△３００億４，７００

万円、連結会計ベースで△３７２億８，４００万円であり、そこに臨時

損益を加味した純行政コストは一般会計等ベースで△２１３億３，５０

０万円、全体会計ベースで△３００億４，６００万円、連結会計ベース

で△３７２億８，３００万円です。この不足分は市税や地方交付税など

の一般財源や国・県補助金などで賄っています。 
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３ 純資産変動計算書 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の「純資産」の部に計上されてい

る各数値が１年間でどのように変動したかを表したものです。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 107,131 112,552 116,570

純行政コスト △ 21,335 △ 30,046 △ 37,283

財源 21,126 30,679 37,859

（１）税収等 14,892 19,060 23,881

（２）国庫補助金等 6,234 11,619 13,977

本年度差額 △ 209 633 576

資産評価差額 － － －

無償所管換等 3 3 3

比例連結割合変更に伴う差額 － － 45

その他 － － 4

本年度純資産変動額 △ 206 636 627

本年度末純資産残高 106,925 113,188 117,198

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

一般会計等ベースにおいては令和２年度末残高１，０７１億３，１０

０万円から２億６００万円減少し、令和３年度末の純資産残高は１，０

６９億２，５００万円となり、全体会計ベースにおいては令和２年度末

残高１，１２５億５，２００万円から６億３，６００万円増加し、令和

３年度末の純資産残高は１，１３１億８，８００万円、連結会計ベース

においては令和２年度末残高１，１６５億７，０００万円から６億２，

７００万円増加し、令和３年度末の純資産残高は１，１７１億９，８０

０万円となりました。 
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 ４ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、民間企業会計におけるキャッシュフロー計算書に

あたるもので、１年間における現金（資金）の流れを「業務活動収支」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

  

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計

業務活動収支 3,217 4,397 4,466

１．業務支出 18,241 27,754 35,095

２．業務収入 21,457 32,151 39,560

３．臨時支出 － － －

４．臨時収入 1 1 1

投資活動収支 △ 2,272 △ 2,629 △ 2,860

１．投資活動支出 2,599 3,282 3,538

２．投資活動収入 327 653 679

財務活動収支 △ 1,400 △ 2,064 △ 2,012

１．財務活動支出 2,457 3,329 3,537

２．財務活動収入 1,057 1,265 1,525

本年度資金収支額 △ 455 △ 296 △ 406

前年度末資金残高 1,374 5,139 5,551

本年度末資金残高 920 4,842 5,148

前年度末歳計現金残高 153 153 153

本年度末歳計外現金増減額 － － 1

本年度末歳計外現金残高 153 153 154

本年度末現金預金残高 1,073 4,995 5,302

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。  

   

業務活動収支は、一般会計等ベースで３２億１，７００万円、全体会

計ベースで４３億９，７００万円、連結会計ベースで４４億６，６００

万円となり、投資活動収支は、一般会計等ベースで△２２億７，２００

万円、全体会計ベースで△２６億２，９００万円、連結会計ベースで△

２８億６，０００万円となりました。 

令和３年度において、資金が一般会計等ベースで４億５，５００万円、

全体会計ベースで２億９，６００万円、連結会計ベースで４億６００万

円減少しました。一般会計等においては、地方債発行収入に対し地方債

償還支出が多かったことや、基金取崩収入に対し基金積立金支出が多かっ

たことが主な要因です。 
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Ⅴ 財務書類からわかること 

 

 １．資産形成度 

  ①住民一人当たりの資産額【資産合計／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等  ２６５万円 

   全体会計   ３１９万円 

   連結会計   ３３０万円 

 

    資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの資産額を算出

します。 

 

   ※令和４年１月１日現在の住民基本台帳人口 ５２，９２８人 

 

  ②有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

   【減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

×１００】 

 

   一般会計等  ６５．４％ 

   全体会計   ６１．５％ 

   連結会計   ６１．８％  

 

    有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物など）の取得価額

に対する減価償却累計の割合です。 

    この比率が高いほど老朽化が進んでいることを意味し、近い将来で

補修などが必要になる可能性があります。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、３５％～５０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的高い水準であり、公共施設の老朽化が進んでい

ると言えます。 
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 ２．世代間公平性 

  ①純資産比率【純資産／総資産】 

 

   一般会計等  ７６．４％ 

   全体会計   ６７．１％ 

   連結会計   ６７．１％ 

 

    過去から現在までの世代の負担によって形成した、将来返済しなく

て良い資産を表しています。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、６０％～７０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的高い水準であり、将来世代への負担が少ない状

況といえます。 

 

  ②将来世代負担比率【地方債合計／有形固定資産】 

 

   一般会計等  ２３．５％ 

   全体会計   ２６．０％ 

   連結会計   ２６．４％  

 

    将来世代が負担する資産の割合を表しています。 

    多くの地方自治体のおおよその比率は、１５％～４０％と言われて

います。 

本市の比率は比較的低い水準であり、将来世代への負担が少ない状

況といえます。 
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 ３．持続可能性 

  ①住民一人当たりの負債額【負債合計／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等   ６３万円 

   全体会計   １０５万円 

   連結会計   １０８万円 

 

    負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額を算出し

ます。 

 

   ※令和４年１月１日現在の住民基本台帳人口 ５２，９２８人 

  

  ②基礎的財政収支【業務活動収支＋投資活動収支＋支払利息支出】  

 

一般会計等  １，０８３百万円 

   全体会計   ２，０７８百万円 

   連結会計   １，９２６百万円 

 

    市債の償還額を除いた歳出と、市債の発行額を除いた歳入のバラン

スをみる指標です。 

 

４．効率性 

  ①住民一人当たりの行政コスト 

【純経常行政コスト／住民基本台帳人口】 

 

一般会計等   ４０万円 

   全体会計    ５７万円 

   連結会計    ７０万円 

 

    住民一人当たりにどれだけの行政サービスが提供されたかを表して

います。地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができます。  
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 ５．弾力性 

  ①行政コスト対財源比率【純経常行政コスト／財源】 

 

   一般会計等  １０１．０％ 

   全体会計    ９７．９％ 

   連結会計    ９８．５％ 

 

   経常費用と経常収益の差額であり、市税などの一般財源等で賄わなけ

ればならないコストを表しています。 

   多くの地方自治体のおおよその比率は、９０％～１１０％と言われて

います。この比率が１００％を下回る場合は、翌年度に引き継ぐ資産が

蓄積されたか、あるいは、負担が軽減されたことを示しますし、１００％

を上回る場合は、過去から蓄積された資産を取り崩したか、あるいは、

翌年度以降の負担が増加したことを示しています。 

 

 ６．自立性 

  ①受益者負担割合【経常収益／経常費用】 

  

   一般会計等   １２．１％ 

   全体会計    １３．５％ 

   連結会計    １１．７％ 

   

   社会保障給付などの経常的な行政サービスに対して、受益者（利用者）

が負担する使用料や手数料などの割合を表しています。 

   経常費用に対する割合を算出することにより、行政サービスを利用す

る人が負担している割合がわかります。 

   多くの地方自治体のおおよその比率は、２％～８％と言われています。 

   本市の比率は、標準的な水準となっています。 


